












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































４８２ 3２４６６４９７１３０ 1８ 
五八
いるようである。しかし、一人当りの調整金額は少ない。
第四は、「評価的要素としての勤務良好をふられる場合の調整」で「調整」中、比率の最も高い部分である。これ
は、ａ支部としては好まない表現であるが、人事考課による配分である。ただし多くの特異な点がある。まず通常の
●
●
 
人事考課による昇給（基本給引き上げ）との違いは、勤務良好の者に積系増すという発想になっている点である。人
事考課による配分では、平均的な者は平均的引き上げになるのが原則であり、平均以下の者の原資を差引いて平均以
上の者に回すことになっている場合が多い。これに対し、ここでは、普通の勤務（平均より低い）を基準として、よ
りよい勤務の者に積承増すので、もともと横糸増し分ゼロの人が多かったようである。しかし、その後の運用は次第
に一般の方法に近づいている。昭和四八年には、最低の者にも五○円の調整をおこない、四九年度はその額が一○○
円となった。人事考課におけるいわゆる寛大化傾向が形を変えて現われたと解される。つぎに、各人の基本給の高低
が引上げ額に反映しないことが注目される。表示のとおり、昭和四九年の場合はＡからＨまでの八段階に、勤務状態
が区分されたが、Ａの者は、その基本給がいくらであるか仁関係なく一五○○円、Ｈの場合は一○○円とされた・前
記賃金研究委員会は、格付けに関して、二般社員、役付社員、年齢、勤続に関係なく、もてる力を十分発揮してい
るかどうかに重点を置いて選考に当る」と述べている。さらに、組合の代表者が、この調整についても監視にあたっ
ていることも特徴である。ＡＩＨの段階とそれに見合う調整金額は労使の協議で決まる。個人をどこに格付けるかは、
所属長の合議と蔀内各蕎の調整など、三段階の調整ｌ組合は諾しないｌを経た蔭最終的に繊労使闘で艫
認し必要があれば修正している。配分に関する全過程は、労使間の専門委員会である「賃金委員会」で協議決定され
るが、組高委員（支部三役ほか二名）峰この調整に関してはｌ他の調整筒様であるがＩ個人がＡからＨの
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いずれに格付けされたかを知り、かつ修正させることができる。ただし、この場合、格付けの原案は経営側の系列で
準備されるから、組合側は批判的な立場で関与しているといえる。以前（昭和一一一八、四○、四一年度）には、この配
分項目は「評価」という名称で独立していたが、その際は、会社から個人にＡ、Ｂ、ｃ……の格付を知らせ、組合は
苦情があれば会社に取り上げさせたが、苦情は比較的少なかった。苦情を申し立て会社の説明に納得しない労働者が
支部に問題を持ち込んだ例もあった。このような場合執行部が評価に関与せざるを得なくなり取扱が困難となろう。
（今日でもｂ支部は同じ扱いであるが、中心化傾向により大部分が平均的金額となり苦情はなど一方、ａ支部では
今日他の調整項目と併列されるに至っているが、苦情が出ることは全くないようである。
以上、賃上げ額の配分について細目まで、支部が関与し、その配分案は大会の決議、したがって一応全員の支持を
得ていることになる。しかし「賃金配分は個盈の（労働者の）得失がからむ問題であり、ひいては……組織（の団結
力）を左右する大きな問題をはらんでいる」（昭和四九年、賃金研究委員会報告）ことは、現在でも、否定できない。
この会社でも工場と事務所に各種の職種があり、それぞれの性格や作業環境等も異っているが、これらの差異を基本
給に反映させようとする動きは、表面化していない。職種》」との利害を主張することは、組合としての団結を阻害す
るものとゑなされているのである。賃金の配分に関して職場問題と職種別集団の自律性は解消し、従業員の生計上の
必要が優先している。賃上げの配分も、文字どおり、賃上げ総原資の従業員Ⅱ組合員への配分となっている。なぜそ
うなるのかについては、企業内外に、明確な職種間格差の伝統がないこと、組合が各職種を一括した組織で過去にお
いても身分差の撤廃など平等化の運動を経験しそれを推進しようとしていることをあげることができよう。この平等
主義には内部に不満を表明する層があり、少額ながら、支部の批判的関与のもとに「調整」を残すことになってい
る。組合活動にともない長く勤続することが一般化し、それはまた、組合員が、職種を超え従業員としての利益を優
先する、組合の政策を支持する根拠になっていると思われる・
賃上げ額の配分と関連して、企業内最低賃金と年齢別最低賃金の要求と協定の問題がある・経緯が明らかでない
が、支部の闘争に関する年表によれば、昭和一一一一年に学卒初任給を協定した記録があり、最近では遅くとも昭和四一
年の春闘から企業内最低賃金が、四四年から年齢別最低賃金が協定されている。これは、いわゆる個別賃金要求をａ
支部も行なうようになったことによるものである。ところで、先に図示したところから明らかなように、配分の結果
これらの水準を下回る労働者は組合員の中におらず、従って「個別賃金要求」であっても企業内の個会の組合員への
直接的影響はほとんどない。「社外雇員」についても同様である。そうすると、この協定の意義は、企業内のもので
あるが、産業的関連でなお有意義と労組が象なしているということである・
一時金の配分についても、要求提出の際、配分方法を指定し、交渉の終盤で労使間で決定してきた・その内容はこ
れまでは組合案どおりであった。妥結後、労使の賃金委員会で配分の実施についてチェックしている・昭和四八年年
末一時金について言えば、塾本給、役付手当および家族手当の合計額に比例して配分する。調整項目は、基本給の場
合と同様な欠勤控除があるだけで成績による差はない。基準がや上異るが欠勤等の該当者から控除した金額を控除さ
れない者に配分するものである。六一
Ａ社では、昭和一一四年に導入され今日まで続いている「生産奨励金」制度がある・これは事業所単位の団体能率給
とも考えられ、能率給の運用は、一般に職場問題の重要な一環であるから、検討を加えなくてはならない。
まず生産奨励金は、他の賃金項目とは切り離して支給される。計算期間は前月一一一日から当月一一十日までで支払日
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は一般の賃金が二七日であるのに対して生産奨励金は翌月五日である。生産奨励金の支払が遅れるのは、生産に関す
るデータが出てから生産委員会で協議する手続が必要なためである。つぎに、生産奨励金の制度の具体的内容は、基
本協約、賃金規定（就業規則の系列）とは別に協定されてきた。生産奨励金が別建の賃金として取扱われているの
は、沿革的にこの制度は「余剰利益の配分という本来の目的」（昭和四七年の後記小委員会答申）を持っていたとい
う事情もあると考えられる。しかし、生産奨励金が恒例化すれば、労働者にとっても生計維持のため不可欠になって
くることは当然であったし、またＡ社の業紙の伸びが鈍化しても、生産奨励金が消滅しては不都合であった。昭和一一一
一一一年九月に、従来の「人工制」に加えて「数戯制」が併用されたのはこのような事情の変化を反映するものと思われ
る。すなわち、昭和一一一一一一年九月以降の人工制は、昭和四六年一一月以降具体的算式に変更があったものの、基本的考え
方に変りなく、まず「余剰人工」に単価（余剰一人工当り金額で七○○’七五○円）を乗じて生産奨励金総額を算定
していた。ここで、余剰人工は、まず製品ごとに実行予算で予定人工を算定し、当月中の完成分の人工数および仕掛
分についての査定人工数と実際人工数の差として算定される。そこで、経済条件が悪化し悪い条件で受注すると予定
人工が厳しく見積られる傾向を生じ余剰人工を生じ難くなると考えられる。生産委員会で、労使が協議し工事内容に
より適正な（経験により実現可能な）人工を決定していた。もう一つの「数量制」であるが、これは、出来高屯数に
応じて一人当り金額を累進的または累増的にあらかじめ決めておくものである。この際は、実行予算や受注単価に左
右されないから、生産高が所定の水準以上であれば、奨励金が支払われることとなる。「人工制」と「数量制」は併
用され、双方の方式で算定して高い金額が支払われることになっていたが、近年では数量制の柔が実際上機能してき
た
０ 
小委員会は、前記のように生産能率向上により生じた利益の分配と考えた場合、能率のどの水準以上がそれに該当
するか、経営上の諸条件を予想して試算した（一人当りｘキログラムという表示で）。しかし、結論としては当時の
実態からすればこの能率に達することが困難なためこれより遙かに低い能率から支払われることになった。能率を基
準とした案と総生産量を基準とした案（数量制を修正したもｇを検討し、結局、両者を折衷して小委員会は次のよ
うな方式を考案した。
工場移転により生産規模や能率が一新されることになり、生産奨励金の取扱が問題となった。支部の移転対策委員
会の生産小委員会は、人工制の単価を引き上げ、数量制は当時実施のままとする旨の答申を行なった。生産条件が改
善しても制度をそのままにしておけば、数量制では一人当り金額が増大するから、小委員会は実質的賃上げの内容を
もつものであった。一方このようにすると「奨励金本来の目的である、人工削減の創意工夫努力がおろそかになる」
として、人エ制では単価を引き上げることを提唱したのであった。交渉の結果は、半年間定額とし、その間に労使協
議して新制度に昭和四七年四月以降移行することとなった。新制度は、労使の小委員（各側三名）の間で行なわれ
た。これは、大衆的な圧力のもとに交渉することを原則とするａ支部としてはやや異例のことであった。このような
折衝方式が選ばれたのは、この制度が詳細な試算を必要としたことによるものであろう。もっとも、支部執行部は小
委員会の結論に基きＩその形式を維持しつつｌ組合にとってより有利な修正をおこなった憧支都大会の承認
を得ている。
』Ｈ博雌ＣＢＣｌ』ｇ毎ｓ庁艸》詫掛淨零軍一一一ｎ冊幾代斗配・
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算式からすれば、総生産高と、能率（一七○蛇基準）の指数の二乗に比例し、単価を一円としていることになる。
金額が能率の一一乗に比例する点からいえば刺激性が強い筈であるが、工場全体に適用されること、および均等な配分
方式から個点の労働者に労働強化を強いることばないと考えられる。支部執行部は、標準能率を小委員会案の一七○
姥から一六五地に引き下げるのに成功した。小委員会はまた、実際工数算定にあたり、除外すべき時間を詳細に規定
し、執行部はさらにそれを補充した。算式で能率を示す項から明らかなとおり、除外される時間が長いほど能率は高
く計算される。除外されることになった時間は、経協、安全委員会等の各種会議に要した時間、工場内営繕業務のう
ち生産と関連の少い作業時間、設計変更による「手戻り」に要した時間、暖房のためのポィーフー業務に要した時間等
の一○項目と生産委員会で協議して除外と決めた時間であった。また、生産高を計算する際、加工度が異常なものは
その都度生産委員会で協議することになった。そこで、前述のとおり毎月の生産委員会ではこれらの事項について協
議することになる。
以上生産奨励金は一人当り平均額で算定される。この個人への配分は、基本給十役付手当十食事手当十時間外手当
に比例して、間接、管理、事務、営業部門を含め全員に対しておこなわれる。他社で、生産奨励金が、部門や個人の
能率を考慮しておこなわれることがあるのに比較すると平等な取扱といえ、また、このため支部以下のレベルの折衝
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漁尋織昇桿Ｈ欝雌・肝蹄陣軌胃ｓ徳ｄ工蹄謬仔蹄醐忌ｇ｛眞庁ｓ離坤掛僕ロ。
六四
この業種は、重鐡物が取扱対象である関係から、製造、運搬等のどの過程でも大きな危険を伴い、安全の確保は労
使の切実な関心事である。支部としては、職場の他の問題と同様、交渉的姿勢で取り組む一方、日常的な活動では、
労使一体となって活動し、他の分野に承られない独自な役割を果していることが注目される。
現行の諸関係は、昭和三十年代後半を中心に固まってきたもののようで、全国金属「金属労働資料」は、その事情
を次のように紹介している。すなわち、昭和三六年末から翌年にかけて関西の工場で、集団赤痢が発生したことを契
機に、組合は会社に安全衛生主管課を設立して安全衛生管理を徹底するよう申し入れ、これは三八年秋に至って実現
した。）」の頃安全衛生問題に関する労使の協議◎交渉の場である安全衛生委員会には、支部委員長が加わり、この委
員会開催前には「かならず支部の各級機関で職場の安全衛生問題を討議し……、（その）結論を支部の方針として、
安全衛生委員会に提案」した。すなわち、他の交渉事項と同じく大衆的な要求として、交渉的姿勢で委員会に臨糸、
改善に成果をあげた。その際、組合は、業務による災害。職業病の予防、健康管理、安全教育、安全な設備と環境の
整備は会社の義務であり、万一傷病が発生した場合は十分補髄することを原則として、要求と交渉を繰返した。昭和
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賃金の配分と生産奨励金についての検討について言えることは諺ａ支部が正規従業員を一括した組織として機能
し、その限りにおいて細目にわたって組合が強力な発言力を示していることである。しかし、職場問題はここでは解
消されている。
を必要としない訳である。
八
安
全
衛
生
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四一年に、労働安全衛生規則が改正された際、組合は安全衛生委員会規定（安全衛生に関する基本関係を規定したも
ｇを改正させ、その結果委員会の充実、専門委員会の設置などがおこなわれ、今日に及んでいる。
昭和四一年改正後のこの規定では、安全衛生委員会とその下部機構としての専門委員会、推進委員会および実行委
員会などについて定めている。まず安全衛生委員会は、「従業［貝に安全衛生の重要性についてその認識と関心を高
め、労働災害並びに疾病の未然防止を図ること」を目的とし、労使を代表する者各側七名および委員長（現在、工場
長）から構成されている。労組側はこの委員会を重要視して委員長等がメピハーとなっている。安全衛生委員会の機
能は、関連事項について基本方針や計画を審議することで、定例は年三回、その他必要の都度開かれている（第一一一
表）。この委員会で、月別の重点目標と実施事項を予め決め、安全教育、設備等の点検、研究と反省等を計画的にお
こなうこととしている。安全衛生委員会の下部機構として、実施面を担当するのは、推進員およびそれを補佐する実
行委員である。推進員は、管理・間接部門等を含む課長、係長、労組で推薦した者（実際上は執行委員）、下諦の責
任者等より成る。実行委員は、主任と組合の代議員から構成されている。推進員は、個念に、管理者・監督者として
安全について責任をもっているのは当然であるが、規定は推進員として改めて安全に関する責任を明らかにしてい
る。すなわち、推進員の役割は、安全衛生意識の高揚、作業場と通路の整理・整頓、不安全・不衛生状態の解消、機
械設備の定期点検と整備の指導、保護用具の完全着用の指導、不安全動作をなくすこと、健康異常者の発見等であ
る。推進員はまた推進員会議を構成している。これは毎月一回開催され、委員会決定事項の具体化、日常的業務につ
いての検討することになっている。組合代表としての推進負の主な役割は組合員の安全を期するため、この会の構成
員として協議に加わることにより、安全活動に参加することである。実行委員は、推進員の補佐役であるから、この
以上のように、労組の代表も加わった重層的な委員会制度より、安全衛生に関する政策の立案から実施までが担当
されているが、日常行なっている活動も多様である。例えば安全教育（新入社員教育、「職場安全会議」、玉掛その他
の技能教育）、災害減少運動、安全．〈トロールがあげられる。このうち、労使関係上特色があるものとしては、まず
「職場安全会議」がある。これは以前は安全朝礼とよばれていた。毎週月曜日始業時から一五分間がこの時間になっ
ているが、「金属労働資料」の紹介によれば、支部は「いっさい仕事や労務管理に関する事項は入れさせない」こと
にし、安全衛生の糸の行事としている。朝礼が他の企業で一般に人間関係管理の手法の一つと詮なされていることと
対照的である。つぎに安全・〈トロールであるが、これには安全衛生委員による月一一回の点検と指導のほか、毎日午前
午後の一一回当番制で．〈トロールが行なわれている。後者は、安全衛生委員または専門委員が長となり、推進員一名、
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会
に
提案することである。
安全衛生委員会の「下部機構」としては、以上のほか、専門委員会がおかれている。専門委員は、推進員の中から
選ばれており、職制七名、労組代表三名から成り、月例の会合のほか、休業災害発生時に召集される。専門委員会の
重要な役割は、災害原因を分析して対策を立案し、災害防止対策を各職場に周知徹底させ、必要ならば安全衛生委員
うち職制上の主任の地位にある者は、第一線監督者として安全衛生に関し、係員を指導する等の役割を果していると
考えられる。代議員としての実行委員が、職場のリーダー的な地位にある場合は、その活動は主任と似たものであろ
う。しかし、代議員の中には勤続・経験の短い層もある。彼らは、実行委員であることによって、安全衛生問題に関
して自覚し、その監視的役割を果すこともあろうが、所属職場でこの問題について指導力を発揮している訳ではな
い
◎ 
職場レベルの諸問題の処理方式
六八
実行委員二名で班を編成しておこなわれるものである。重点事項の徹底、安全点検と是正のための措置などがその職
務である。組合側から出ている者もパトロール五の班長、班員の責任を分担する。ここでは、労使の差は意識され
ず、文字どおり一体的な活動である。
安全衛生に関する委員会制度と活動が軌道に乗ってからは、安全衛生委員会は、安全衛生問題に関する団体交渉の
場としての性格を弱めているようである。しかし、環境、機械・設備の整備、作業服や保護具等の改善等について
は、企業の財政的負担を伴い、労使間に対立的関係を生じ、これらは現在では経協に持ち出されている。換言すれば
対立的な事項は、安全衛生委員会（その前段として専門委員会）の協議を経て経協に移されるために、安全衛生委員
会
で
鋭
い
対
立
が
生
じ
る
よ
う
な
こ
と
は
な
い
と
み
て
よ
い
。
主
要
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争
に
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に
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び全国金属の他の組合と統一要求をおこない、主要闘争の一環として要求を実現している。この問題では、昭和四二
年春闘で、鉄労協の統一要求として組合は交渉に臨糸、同年の夏季一時金闘争のとき妥結している。この交渉の結果
成立した「労災補償規定」によれば、社員の業務上災害による退職および死亡に関し、つぎのように定めている。す
なわち、会社は原則として労働災害を理由として解雇しないこと、業務上の障害で退職する場合、会社は障害等級に
応じ「障害退職賎別金」および一律の付加金を給付すること、業務上死亡の場合は、会社は遺族に対し、三六五日分
の遺族補償と弔慰金三○万円を支払うこと、となっている。その後、補償金額について、組合は全国金属の方針に従
い、今額による補償に変更し、主として秋闘の中で改訂要求を行い、漸次その引き上げに成功している。
工場移転にあたっては、支部は「労働条件・安全対策小委員会」を設置し、その答申を基礎に、一連の要求の一環
として会社に要求を提出し、経協で協議し、協定に達している。協定の内容は、小委員会の答申を基礎としたもの
で、設備および安全衛生対策等について細心の注意を払い、安心して働ける工場作りに努力するという方針をはじ
め、安全組織や教育の強化、エ場設備について作業者が危害を受けないような防護措置を譜ずる等の原則と、数項目
の具体的条件から成っていた。後者は、下請業者従業員用の作業服、安全靴等について廉価に購入できるようにする
こと、医務室に着謹婦を増員することのほか、「工場環境衛生」に関し、窓の構造、採光と換気の設備、扇風機、重
油ストーブの設置、砂じんの防止措置、便所の水洗化、照明（用途別の明るさの指定）について具体的に規定してい
る。小委員会の答申は「安全衛生については細かい個点の事例を挙げるときりがなく、さりとて大きくとらえようと
すると抽象的なものとなって」しまうので、割り切り方が難しかったが、「特に作ってしまってからでは間に合わな
い環境設備に重点を置いて検討した」としている。その結果、支部は一般原則を確認の上、実際面を会社側の判断に
任せ、建物の構造等についての承内容に立入った協議を行ったのであった。ところで、移転後、行なわれた新エ場に
対するアンケート調査では、エ場全体を対象とする質問、「安全に対し、工場設備の配慮の程度についてどう考えま
すか。」に対し、全体としては好意的な回答であったものの、「一部悪い」（三五・○％）「非常に悪い」（七・二％）と
いう意見も少なくなかった。また換気、砂じん防止、便所等の衛生状況、給茶設備について改善を要望する意見は、
それぞれの項目に対し四○％程度に及んだ。また、自由回答による個別意見（内容の重複したものも多い）も一○○
以上に達した。鳥そこで移転後の問題処理のため支部に設置された第二次移転対策委員会は、これらを取捨選択し、改
善を要する三一項目に集約し、執行部に答申した。昭和四七年春闘にあたって、支部は、その中から数項目（工場
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六
九
新工場には新しい機械・設備が導入され、安全の観点からも専門教育が必要であった。また従業員一般に新工場に
見合った安全に関する注意事項を徹底することが不可欠であった。これらについて、支部は会社側と協議して計画を
固
め
、
あ
る
い
は
一
般
組
合
員
へ
の
周
知
を
図
っ
た
。
以上、安全衛生問題をめぐる労使間の接触は、施設の改善や補償の基準については、大衆的背景をもつ団体交渉と
なっているが、他面、経常的な活動については労使間に協力関係がある。災害発生時の調査でも、専門委員会で災害
原因の解釈について労使間で対立することはないと言う。なお、移転後の組合員を対象とする前記の調査の扱いから
すれば、仮に職場交渉や苦情処理の慣行があれば、より多数の個別的事項が取り上げられたかもしれない。また、安
全問題について労使間に一体的な協力関係が成立つ根拠としては、多年の経験を通じ安全優先の考えが定着している
声」と、災害の発生は会社にとっても高価なものとなっていることなどがあげられよう。第一の点に関連しては、能率
を犠牲にしても安全対策が図られる事例があり、また、災害発生後対策を検討するにあたって個人の不注意に問題を
解消せず、注意不十分の場合にも災害を防止することを考慮していると、組合執行部で説明していることなどが注目
される。労使の協力が生じるもう一つの根拠としては、職種別集団の自律性がなお残されていることがあげられる。
移転時の安全教育の項目に、「安全装置を勝手に取り外したり、位置をかえたり、改造したりしないこと」という注
意事項がふられた。これは外部から購入した機械を使用する際にややもすれば安全上の構造も分らないま比に取り去
職場レベルの諸問題の処理方式
七○
内の換気、排煙、砂じん防止のための根本的再検討、新入社員に対する安全教育の徹底、その他）につき会社に要求
し、交渉の結果協定に達した。以上のように、二回にわたる交渉を通じ、工場移転に伴う安全衛生問題は、他の問題
と同様一応落着した。
現行労働協約では、労働条件とは別の章を起し、福利厚生について、つぎのように規定している。第一は、福利厚
生施設の設置改廃は労使の協議の上行なうこと、第二に、福利厚生施設の利用、文化体育に関する事項、給食に関す
る事項についても労使協議によることとしている。協議との薙書かれているが、支部は福利厚生を労働条件の一部と
して取扱っており、組合の交渉力が強いところから協議決定に等しい内容をもっている。
さて、移転闘争にあたっては、支部の移転対策委員会に「福利厚生小委員会」が設けられたが、この委員会の答申
はつぎのように書き始めている。｜「……現…工場に於ての厚生施設と言えば委託ではあるが給食制度があり、小さい
ながらも囲碁、将棋等の出来る娯楽室、その他卓球場、売店等もあるが、何れも充分な広さがなく……屋外での球技
も通行中の者にぶつつけない様に注意しながらのキャッチボールをする程度の空間しかない。」「だが……（新）工場
は約三倍の面積がある故、当然厚生施設も今までより拡充してもらわなければならないし又、通勤の便の悪い所であ
職場レベルの諸問題の処理方式
七一
福利厚生をめぐる、Ａ社Ｉａ支部の関係は、主要な事項が、実質上の団体交渉の一部として協議決定されること、
会社が福利厚生により従業員意識を強化しようにもその余地がないことなどを特徴とする。これらの点は、移転闘争
の過程で顕著にあらわれた。
り係単位で使い易いように改造することがあるために置かれた注意書きであった。この種の慣行は、職種（現在の
係、旧来の班）に工場全体の管理が十分に及ばない自律性をもつことを意味し、職種の内部で一体的協力関係が成立
し得る》」との一つの反映である。
九
福
利
厚
生
職場レペルの諸問題の処理方式
七二
る故、寮、社宅等も完備されなければならない……」
従来の工場では、厚生施設が不十分であったため、移転後の改善を期待した訳である。移転に関する要求書でも、
他の大項目（労働条件、安全衛生、生産関連事項）よりも要求事項（小項目数）が多く、支部が重視していたことが
窺われる（三参照）。小委員会は敷地の一一一分の一は厚生施設とすべきだと答申したし、青婦部では、独身寮の相部屋
絶対反対、寮に娯楽室、集会室、応接室、売店を設憧する》」と等を要望し、支部の要求に取り入れられた。要求をめ
ぐって経協で数次の協議が行われ、組合の要求はかなり認められ、また一部は実現されなかった。とくに新工場に建
設された「厚生棟」については、その図面の決定につき支部が強い主張を行ない要求が通っている。
協定に達した主な事項（新工場に関するもｇは次のようなものであった。
１給食。委託とし、会割僖負担六割、個人負担を四割とする。
２厚生棟（更衣室、浴室、食堂、集会室、娯楽室、卓球場、休養室、労組事務所と会議室）を設ける。
３自動車駐車場、、ハイク・自転車置場を設腫する。
４通勤困難な者が家屋、土地を購入する際、会社は特別融資する三○○万円まで）。通勤困難となる者が不動
産を買換える場合七○○万円まで融資をする。融資の条件や手続を協定。
５単身寮、社宅を設置する。単身寮は六畳に二人で四○室。社宅は一一一ＤＫ五九平方米、一一一二戸。単身寮の居室以
外の諸施設の細目、入居条件等について協定。
６
運
動
施
設
と
し
て
野
球
場
と
ス
ポ
ー
ツ
の
で
き
る
広
場
を
設
け
る
。
７厚生関係業務を担当する厚生課を設ける。
支部は、移転にあたり福利厚生について、詳細な事項にわたり関与したが、同じ態度は給食費の改訂にあたっても
貫かれている。新工場では当初昼食を一二○円としていたが、昭和四八年一月には一五○円に引き上げるよう、委託
業から会社へ要求があった。これは、まず給食委員会（協約による協議機関）で検討されたが、支部執行部で検討の
うえ、経協の場で、受託者の側の運営の改善、質の向上と配膳のスピード化、事前の試食などを要求し、了解できる
回答と試食の後、値上げされた。この間の事情は書記局から全員に報道された。その後四九年九月給食費単価の引き
上げ（一九○円へ）がおこなわれた際は、給食委員会後、執行委員会で討議し拡大委員会で了承し、結論が一般組合
員に知らされている。第一回目の場合とくに慎重な詰めを支部が行っていることが注目される。なお給食費の負担割
合は、従来から会社六○％個人四○％である。
福利厚生で会社単独に行っていることはほとんどない。従来は観劇会または運動会が行なわれたが、最近は会社創
立記念日に記念品を贈っている。また職場単位の旅行に会社が補助金を出している。健康保険組合が保養所をもち、
組合文化体育部と協同して野球大会、ハイキングがおこなわれたりしている。なお支部は健康保健組合の理事および
議員に組合側代表者を入れるようにしている。会社は「文化補助金」を支出するが、これは組合が一括して受取り、
支部の文化体育費として運用される。支部の文化体育部独自の活動のほか従業員の文化、体育サークルが＋余りあり
職場レベルの諸問題の処理方式
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争の中で解決された。
移転後の第二次移転対策委員会による組合員に対する調査では、福利厚生施設に関し組合員は、おおむね好意的な
意見を表明したが、個別の不満があり、同委員会は、厚生棟の換気、野球場の整備等数項目の問題点をまとめ、これ
らは昭和四七年春闘で大部分は解決した。未解決のものは、その後提起された福利厚生に対する要求とともに主要闘
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四
活
発
に
活
動
し
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
は
文
化
体
育
部
に
所
属
し
て
い
る
。
以
上
の
よ
う
に
文
化
・
体
育
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
の
分
野
で
、
支
部
は
会
社
の
介
入
を
許
さ
な
い
強
み
を
も
っ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
こ
れ
ら
の
活
動
は
「
団
結
と
組
織
強
化
の
か
な
め
と
な
る
組
合員相互の親陸と意思疎通」（最近の定期大会議案書）のため支部の重視するところとなっている。
以上要するに、福利厚生に関して、ａ支部は賃金などの労働条件と同様に組合員全体の職場を超えた要求を提示し
その細目まで含めて実現しようと努めてきた。これは、経営に関する事項を経営批判に止めたことと対照的である。
またａ支部はインフォーマル・グループであるサークルを把握すること等によって団結を強めるのに成功していると
考えられる。
Ａ社Ｉａ支部の、職場問題をめぐる諸関係を検討してきたが、各項末で職種別集団の自律性に言及した。この用語
は、経営末端の作業単位内で、仕事の個人による分担（作業範囲、難易による順序、毎日の協力と交替など）、作業
を通じる熟練の習得と指導、作業方法とスピード、残業の配分、休暇の取得、賃金率の序列、時にはレクリエーショ
ンが自主的に決められることを意味するものとして使用してきた。自律性といっても、作業単位は経営の一部として
管理されているから、完全であることはできない。Ａ社の場合、》」の自律性は伝統的に強く、それはａ支部が企業別
組織であるにもかかわらず企業意識にとらわれない根拠の一つと判断される。この自律性は安全の確保、残業と年次
有給休暇の取得などに承られた。職種別集団の自律性にもとづき、その代表者と管理者の間に職場交渉がおこなわれ
るケースが戦闘的方針の組合の中にみられることがあるが、Ａｌａにはそのような慣行は一部あるもののこれまでは
一
○
む
す
び
右のような全体の梨は、大会鑿討議ストーフイキへの参加行動などの一藷合員の組合議への参加Ｉ大
衆路線として追求されてきた。全員大会と、中間議決機関である拡大委員会は、支部の意思決定に時に重要な役割を
果し、とくに賃金闘争において執行部に対する突き上げを行い、支部の姿勢を戦闘的にしているが、職場問題を含む
他の問題については、執行部の指導性が強い。これは、具体的には執行部が原案を用惣することの中に現われてい
る。職場討議は執行部の取り組承の方向を示した資料を基礎として行われることが多く、原案を支持することによる
意思統一の役割を果すことが多い。代議員は、一般組合員と執行部をつなぐ位置にあるが、これまでの活動は概し
て、執行部から職場への意思疎通に傾いてきた。職場は代議員の選出につき自律的に機能するが、組合組織について
は上からの意思疎通の末端としての性格が強い。この支部の指導者層がかなり長期にわたって安定し、全国金属の方
針を尊重しまた過去の経験を生かしてきたことは、企業別組織でありながらなお戦闘姿勢を貫くのに寄与した。
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七五
発
展
し
て
い
な
い
。
事
業
所
の
規
模
が
過
大
で
な
く
、
し
ば
し
ば
全
員
大
会
を
行
な
い
得
る
条
件
の
も
と
で
、
職
場
ご
と
の
問
題
は
支
部
執行部に集約され、交渉的な姿勢で会社との折衝に持ち込まれる。意見の集約は他方では、執行部による、そして大
会の多数決による取捨選択であり、組合員の個々の不満は取り上げられるとは限らない。
支部は、産業別組織を方針とする全国金属の単位であるが、通常の企業別組合と同じ特徴をもつ正規従業員の組合
であり、一般組合員も、従業員組織としての役割に期待するところが大きい。このため、賃上げと配分、雇用保障な
どに加えて、福利厚生、工場移転・転勤に際しての生活条件の維持、安全の基本政策と施設、災害保障などに、支部
は精力的に取り組んできた。職場固有の利益は第二義的であり、とくに賃金については、職種等による賃金格差は認
められていない。
職場レベルの諸問題の処理方式
七六
ａ支部の戦闘性を、ストライキを背景とした団体交渉の姿勢と解し、思想的な側面を除外することについては、疑
義があるかもしれない。全国金属の中央にみられる基本路線はその思想性を離れては考えられず、支部レベルでも基
本姿勢を支持していることは否定できない。これは本稿でふれていない、政治的諸活動、他支部の困難な闘争の支援
がきわめて活発であることにも窺われる。しかし、支部の内部運営では、一つの思想を徹底することにより闘争力の
強化を図るという態度はとられていない。むしろ、思想等☆の相違を超えて必要な場合、ストライキを支持しこれに
参加することを尊重している。ストライキでは、その負担を組合員個人に課しており、これは労使関係の安定化に寄
与している。
ａ支部がへ
ａ支部がへ戦闘的姿勢で会社と接触しているとはいえ、問題の種類により、その程度や性格が異っている。対立関
係がもっとも厳しいものは、賃上げである。これは文字どおりストライキを賭けて争われる。労働条件、作業環境、
労災補侭福利厚生篭労働者生活にかかわる部分Ｉおおむね全組合員に鶴するものｌはこれに次ぐ．これらに
ついては、付帯要求であるか、独自に要求が提出されても賃上げや一時金とともに解決することが多かった。経営に
関する事項については、支部は、経営に責任をもたず、批判的に要求する方針で一貫しているようであり、ストライ
キを背景として争ったことばないと言ってよかろう。職場問題も、支部全体として重要と認められる限り、右のよう
な一般的姿勢の中に織り込まれて、労使交渉の場で取扱われる。
労使間の協議・交渉の結果は、協約・覚書等となり、それにより個有の問題が処理されている。労働条件等は細目
にわたって協定される。その実施については、問題ごとに執行部や代議員、一般組合員が監視している。協定等は下
部に流され、実施について問題が生ずれば執行部に照会がある。しかし、個別的、具体的問題があれば、いつでも労
使
間
で
協
議
で
き
る
こ
と
も
あ
っ
て
、
あ
ら
か
じ
め
ル
ー
ル
を
設
定
し
、
個
別
の
問
題
は
そ
の
解
釈
と
し
て
解
決
し
て
ゆ
く
苦
情
処
理
的
な慣行にはなっていない。また職種別集団の自律性の強い残業規制については、労使間の協定を守り難いという事情
が
あ
っ
た
し
、
ま
た
経
営
的
事
項
に
つ
い
て
は
経
営
の
姿
勢
を
改
め
さ
せ
て
も
そ
の
具
体
的
内
容
は
経
営
に
任
さ
れ
、
支
部
側
の
不
満
を
残
す
と
い
う
事
情
も
あ
る
。
〔付記、この調査にあたっては、ａ支部や関係者から協力を与えられた。とくにＯ氏を煩わした。謝意を表したい〕
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